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２０２6 年 6 月 19 日時点 

 コージェネ財団作成 

【2026 年度 CGS 設備導入に係る主要助成施策※一覧】 
※  ＣＧＳ設備が対象となる設備導入補助金事業等を抽出、 計画策定･技術開発･技術実証事業等は除く。 

所管 
【略称】 

 「補助事業名称 （公募 HP リンク）」 

予算額 
補助事業概要 （対象施設、対象設備など） CGS 補助率，補助額上限 申請受付期間 ２０２5 

補正予算 

2026 

当初予算 

経
産
省 

【HtA 補助金】 
 

「排出削減が困難な産業におけるエ
ネルギー・製造プロセス転換支援事

業」 

― 417 億円 

(1)製造プロセス転換事業： 鉄鋼，化学，紙パルプ 

（２）自家発電設備等の燃料転換事業： 石炭等を燃料とする

自家発電設備・ボイラー等において、大幅な排出削減に資す

る燃料への転換。CGS は、蒸気利用分を発電能力に換算し、

自家発電と併せた発電能力 3 万 kW 以上が対象 

1/3 等 － 

【強靭性】 
 

「天然ガス利用設備による強靭性向
上対策事業」 

10 億円 8.7 億円 

災害時におけるエネルギー供給の強靱性向上を図るため、耐

震性の高い中圧ガス導管や低圧ガス導管でガスの供給を受

ける、災害時に機能を維持する必要性のある施設（公共性の

高い施設、避難所としての機能がより高いその他の避難施設

等）において、災害時にも対応可能な天然ガス利用設備

（CGS，ＧＨＰ等）の導入・更新を行う事業者に対し補助 

1/3 未定 

【省エネ･非化石転換】 
 

「省エネルギー投資促進・需要構造
転換支援事業」 

 

550億円

の内数 

840億円

の内数 

工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の高い

設備への更新等について、過去に採択した以下の取組に関す

る複数年度事業の支援。 

Ⅰ．工場･事業場型 

工場・事業所全体で大幅な省エネを図る取り組み 

Ⅱ．電化・脱炭素燃転型 

電化や、より低炭素な燃料への転換を伴う機器への更新 

Ⅲ．設備単位型／GX 設備単位型 

リストから選択する機器への更新 

Ⅳ．エネルギー需要最適化型：EMS の導入 （Ⅲと組合せ可） 

Ⅰ．1/3，1/2，2/3 

（上限 15 億円 等） 

Ⅱ．1/2  

（上限 3 億円 等） 

Ⅲ．1/5，1/3，1/2  

（上限 1 億，３億円） 

Ⅳ．1/3，1/2  

（上限 1 億円） 

＜25 補正＞ 

1 次：3.30～4.27 

2 次：6.1～7.9 

3 次：未定 

「省エネルギー投資促進支援事業」 125 億円 50 億円 

【住宅省エネ】 
 

 「給湯省エネ 2026 事業」 

570億円

の内数 
－ 

消費者等に対し、家庭でのエネルギー消費量を削減するため

に必要な高効率給湯器（ヒートポンプ給湯機、ハイブリッド給

湯機、家庭用燃料電池）の導入に係る費用を補助 

（設置事業者が申請） 

家庭用燃料電池：17 万円/台 
3.31～  

 

【ZEB 実証】 
ZEB 実証事業 

－ 
60 億 円

の内数 

ZEB 設計ノウハウが確立していない民間の大規模建築物（新

築：10,000 ㎡以上、既存建築物：2,000 ㎡以上）について、

ZEB 化（既存テナントビルの ZEB 化を見据えた部分的改修

含む）及び WEBPRO 未評価技術の導入を通じ、その設計ノ

ウハウ、運用実績の蓄積・公開・活用を図ることを目的とする 

(1)ZＥＢ化事業 

(2)既存テナント事業  

(3)未評価技術単独事業 

(1)新築 1/3，既築 1/2 

(2)既築 1/2 

(3)1/2 

1 次：5.12～6.11 

2 次：7.17～8.17 
（１次公募の採択状況によ
っては実施しない場合あ

り） 

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2026/pr/pdf/pr_energy.pdf
https://2025.hta-hojo.jp/
https://www.gasproc.or.jp/
https://syouenehojyokin.sii.or.jp/?utm_source=other&utm_medium=cpc&utm_campaign=banner&utm_id=cp053
https://syouenehojyokin.sii.or.jp/?utm_source=other&utm_medium=cpc&utm_campaign=banner&utm_id=cp053
https://kyutou-shoene2026.meti.go.jp/
https://sii.or.jp/zeb08/jissho_public.html


 

2 
 

所管 【略称】 

 「補助事業名称 （公募 HP リンク）」 

予算額 
補助事業概要 （対象施設、対象設備など） CGS 補助率，補助額上限 申請受付期間 ２０２5 

補正予算 

2026 

当初予算 

経
産
省 

【LPG 災害バルク】 
「災害時に備えた社会的重要インフ

ラへの自衛的な燃料備蓄の 
推進事業費補助金」 

8.2 億円 49 億円 

公的避難所、医療施設など向け 

・LP ガス貯蔵容器と LP ガス供給設備 

・災害により電気、都市ガス、水道が全て停止しても稼働が可

能な LP ガスを燃料とする機器 

 （発電機（CGS 含む）、空調機器（GHP 等）、燃焼機器） 

1/2 

 （設備組合せに応じた上限額あり） 

<25 補正・26 当初＞ 

５.２７～６.１６ 

（追加公募を実施する場合あ

り） 

環
境
省 

地域脱炭素推進交付金 
335億円 

 

270億円 

(385 億

円) 

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行加

速化交付金 

①脱炭素先行地域づくり事業 

 地域と暮らしに密接に関わる民生部門の電力消費に伴う二

酸化炭素排出について 2030 年度までに実質ゼロを実現す

ることなどに先行的に取り組む地域として、環境省が選定し

た地域において、当該実現のための取組に対し支援 

②重点対策加速化事業 

 地域共生・地域裨益型再エネの導入や住宅の省エネ性能の

向上などに対し支援 

③民間裨益型自営線マイクログリッド等事業 

 官民連携で民間事業者が裨益するマイクログリッド等を構築

する地域等にて、再エネ・省エネ・蓄エネ設備等の導入を支援 

①2/3  

②2/3～1/3，定額  

③２/3 

25 年度で募集終了 

 

【地域レジリエンス】 
「地域レジリエンス･脱炭素化を同時
実現する公共避難施設・防災拠点へ
の自立･分散型エネルギー設備等導

入推進事業」 

20 億円 20 億円 

地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられ

た公共施設、又は業務継続計画により災害発生時に業務を維

持するべき公共施設に対して支援 

支援対象は、再エネ設備、未利用エネ活用設備、CGS 及びそ

れらの附帯設備（蓄電池、充放電設備、自営線、熱導管等）並

びに省 CO2 設備（高機能換気設備、省エネ型浄化槽含む）等 

・都道府県・指定都市：1/3 

・市区町村（太陽光発電又は CGS）：

1/2 

＜25 当初･補正、26 当

初＞ 

 4.13～5.15 

 2 次公募等 未定 

【SHIFT 事業】 
「脱炭素技術等による工場・事業場

の省 CO2 化加速事業」 

３ ５ 億 円

の内数 

57.9 億

円の内数 

省 CO2 型システムへの改修支援 

・中小企業等における CO2 排出量を大幅に削減する電化・

燃料転換・熱回収等の取組※により、CO2 排出量を工場・事

業場単位で 15%以上又は主要なシステム系統で 30%以上

削減する設備導入等を支援。 

※空調システム、蒸気システム、CGS 等の単純な高効率化改

修は対象外 

1/3 （上限：1 億円または 5 億円） 

＜25 補正＞ 

3.19～5.1３（1 次） 

～6.10（2 次） 

＜26 当初＞ 

6.12～8.26 

       

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2026/pr/pdf/pr_energy.pdf
https://saigaibulk.net/
https://www.env.go.jp/earth/42024_00005.html
https://eic.or.jp/eic/topics/2026/resi_r08/1st/files/youshiki_guide.pdf
https://www.gaj.or.jp/eie/shift/
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所管 【略称】 

 「補助事業名称 （公募 HP リンク）」 

予算額 
補助事業概要 （対象施設、対象設備など） CGS 補助率，補助額上限 申請受付期間 ２０２5 

補正予算 

2026 

当初予算 

環
境
省 

「建築物等の ZEB 化･省 CO2 化
普及加速事業」の内、 
【ZEB 普及促進】 

「新築建築物の ZEB 普及促進支援
事業／既存建築物のＺＥＢ普及促進

支援事業」 
48 億 円

の内数 

６ ７ 億 円

の内数 

地方公共団体所有施設及び民間業務用建築物等にお
いて、ZEB の実現に必要な省エネ・省 CO2 性の高い
システムや高性能設備機器等を導入する事業 

新築：面積等に応じて 
  1/4～1/2 （上限 3 億円） 
既築：2/3 
    （上限 3 億円～5 億円） 

＜25 補正＞ 
3.31～5.12 
 

【ＬＣ－ＺＥＢ】 
「ライフサイクルカーボン削減型の
先導的な新築 ZEB 支援事業」 

新築の業務用建築物において、ZEB の実現に必要な
省エネ・省 CO２性の高いシステムや高性能設備機器
等を導入するとともに、ライフサイクルカーボンの算定
及び削減に係る取組を行う事業 

ZEB ランクに応じて 
55％～21％ (上限５億円) 

＜25 補正＞ 
3.31～5.12 
2 次公募実施予定 

民間企業等による再エネの導入及
び地域共生加速化事業の内、 

【建物間融通】 
「新手法による電力融通モデル創出

事業」 

45 億 円

の内数 

３４．５億

円の内数 

TPO(第三者保有)モデルを活用した以下の取組を支援  

設備等導入：複数の建物間で電力融通を行い、再エネ発電設

備や自営線、EMS 等の導入により、平時での省 CO2 と災

害時の避難拠点を両立させる取組 

1/2，2/3 

＜2５補正･26 当初＞ 

1 次：4.24～6.9 

2 次：未定、 実施しない場

合あり 

Scope3 排出量削減のための企
業間連携による省 CO2 設備投

資促進事業 
－ １５億円 

代表企業と取引先である連携企業（中小企業等）が行う省

CO2 設備の導入  

 ・現在の設備に対して 30%以上の省 CO2 効果が見込め

る設備 

中小企業：1/2 

大企業：1/3（「GX 率先実行宣言」を行

い、かつ、CO2 排出量を 3,000t-

CO2/年以上削減する場合の補助率は

1/2） 

未定 

国
交
省 

「サステナブル建築物等先導事
業」 

   （LCCO2 評価先導型） 
－ － 

省ＣＯ２に係る先導的な技術の普及啓発に寄与する住宅・建

築物のリーディングプロジェクトを支援 

(1)一般部門（建築物（非住宅）、共同住宅、戸建住宅） 

(2)中小規模建築物部門（非住宅） 

1/2 （上限 3 億円/Pj） 5.11～6.22 

https://www.env.go.jp/earth/42024_00005.html
https://siz-kankyou.com/2025hco2/zeb/
https://siz-kankyou.com/2025hco2/lczeb/
https://eta.or.jp/offering/2026/tpo/index.php
https://rcespa.jp/
https://www.kenken.go.jp/shouco2/
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【2026 年度 CGS 設備導入に係る主要自治体助成施策一覧】  
※補助事業予算残額によっては、公募締め切り前に受付終了となったり締め切り後に追加公募が実施されたりする場合がありますので、事前に各自治体へお問い合わせください。 

都道府県 

指定都市 

補助事業名 

（公募 HP へのリンク） 

CGS 補助概要 

［対象要件、補助率（補助額上限） 等］  

総予算額 

（－は未公表） 
公募期間 

北
海
道 

 新エネルギー設備導入支援事業 
新エネルギー設備及び省エネルギー設備の両方の導入 

・1/2 （上限：5,000 万円） 
－ 

1 次 5.1～6.5 

2 次 6.15～7.10 

北
海
道 

札
幌
市 

製造業省エネルギー設備導入補助金 

省エネルギーを目的とした設備の導入支援 

省エネ 10%以上となる設備更新または自家消費目的の発電関

連設備の更新・新規導入が対象 

・3/4 （上限 500 万円） 

3 億円  7 月上旬～9.30（予定） 

宮
城
県 

 みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金 
（再エネ等設備導入事業） 

二酸化炭素排出削減等の環境負荷の低減に資する設備並びに機

器の設置等への支援 

ガス CGS 発電出力 ５kW 以上，  

燃料電池 発電出力 3kW 以上 

・1/2 （上限：自家消費 2,000 万円，売電 1,000 万円） 

－ 3.27～5.29 

栃
木
県 

 脱炭素社会づくり促進事業補助金 
【事業者向け】省 CO2 設備の更新等に係る補助金 

中小企業等における省 CO2 設備の更新等に係る費用を補助 

・1/3 （CGS 設備の設置:上限 100 万円） 
－ 

4.27～12.25 

CGS は受付終了 

埼
玉
県 

 CO₂排出削減設備導入補助金 
【２０２5 年度補正予算 緊急対策枠】 

中小企業等による高効率機器への更新・再エネ導入、CO2 排出

量の少ない燃料等を使用した設備への更新を支援 

・1/2 （上限 500 万円） 

20 億円 4.27～予算額に達するまで 

埼
玉
県 

 スマート CO2 排出削減設備導入事業 

中小企業等による高効率機器への更新・再エネ導入、CO2 排出

量の少ない燃料等を使用した設備への更新を支援 

・1/3 （上限 300 万円） 

 EMS を同時導入する場合、1/2 （上限 1,000 万円） 

－ 6.3～7.10 

埼
玉
県 

さ
い
た
ま
市 

創エネ・蓄エネ設備導入補助金 
事業者・団体の PV・蓄電池・CGS 設置を補助 

・1/2 （上限 60 万円） 
420 万円 5.18～3.1 

東
京
都 

 コージェネレーションシステム導入支援事業 

都内建築物へのコージェネレーションシステム及び熱電融通イン

フラの導入を支援 

・大企業：熱電融通を行う場合 1/2 （上限 CGS4 億円等）， 

熱電融通を行わない場合 1/4 （上限 2 億円） 

・中小企業：1/2 （上限 CGS4 億円等） 

20 億円 4.16～3.31 

神
奈
川
県 

 中小企業省エネルギー設備導入費補助 
省エネ設備の更新・保守等に係る経費の一部を補助 

1/3 （上限 500 万円） 
― 6.1～11.30 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/zcg/setsubidounyuu.html
https://www.city.sapporo.jp/keizai/seizo/shien/seizougyousyouene.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s/r8miyagico2.html
https://www.pref.tochigi.lg.jp/d02/kouhou/datsutansohojokin.html
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/hojokin/r7co2hojo-kinkyutaisaku.html
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/hojokin/r8co2hojo.html
https://www.city.saitama.lg.jp/001/009/015/011/002/p097431.html
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/cogeneration/
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f7226/shouenesetubihojokin.html
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都道府県 

指定都市 

補助事業名 

（公募 HP へのリンク） 
CGS 補助概要 

［対象要件、補助率（補助額上限） 等］ 

総予算額 

（－は未公表） 
公募期間 

神
奈
川
県 

相
模
原
市 

中小規模事業者省エネルギー設備等導入支援事業 
省エネ設備や再生可能エネルギー利用設備を導入する中小規模

事業者を支援 

・1/3 （上限 100 万円） 

3,200 万円 5.15～10.30 

滋
賀
県 

 省エネ･再エネ等設備導入加速化事業補助 
省エネにつながる設備導入および改修費用の一部を補助 

・省エネ設備補助率:1/3 （上限 200 万円、指定避難所等は

300 万円） 

－ 4.30～12.10 

滋
賀
県 

守
山
市 

中小企業等再エネ・省エネ設備等導入促進補助金 
PV、蓄電池、省エネ設備等導入を支援 

・1/2 （上限 50 万円，市内業者施工で 20%上乗せ） 
－ 

4.20～(予算上限に達し、

6/8 に受付終了) 

奈
良
県 

 事業所エネルギー効率的利用推進事業補助金 
効果的な省エネ・蓄エネ設備の導入費用を補助 

CGS は停電時自立運転機能付が対象 

・2/3 （上限 200 万円） 

－ 6.25～12.11 

大
阪
府 

堺
市 

事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金 
省エネ設備への導入補助 

・1/3 （上限 エネルギー削減率等に応じて 45 万円 or90 万

円） 

990 万円 4.1～12.18 

兵
庫
県 

高
砂
市 

脱炭素化技術等導入支援事業費補助金 

市内事業者の燃料転換に要する経費の一部を補助 

CGS は 5kW 以上、天然ガスまたは天然ガス・水素混焼、総合効

率 82%または発電効率 41%などの要件あり 

・1/5 （上限 500 万円） 

1,000 万円 5.1～予算額に達するまで 

岡
山
県 

岡
山
市 

事業所用スマートエネルギー導入促進補助事業 
創エネ・省エネ機器などの導入費用補助 

・1/3 （CGS 上限 150 万円、EF 上限 15 万円）  

 

3 億円 5.1～3.10 

広
島
県 

福
山
市 

事業者向け創エネ・蓄エネ・省エネ設備導入等補助金 
創エネ・省エネ設備などの導入費用補助 

・1/2 （CGS 導入・更新 上限 60 万円） 
－                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     6.1～1.8 

山
口
県 

 中小企業者等向け省・創・蓄エネ設備設置補助金 
PV、CGS などの導入支援 

1/2 （CGS 上限 1,000 万円） 
－ 4.9～5.２3 

福
岡
県 

北
九
州
市 

中小企業の 3E-Action（創エネ・省エネ・蓄エネ）応
援事業 

再エネ発電機器・トップランナー基準達成等の設備への支援 

・1/3 （CGS 上限 500 万円， 他補助金の併用不可） 
－ 5.11～7.15 

鹿
児
島
県 

 省エネ設備等導入支援事業 
省エネ設備等の導入補助 

・1/2 （上限 200 万円、環境マネジメントシステムの認証・登録

を受けている場合の上限 300 万円） 

－ 6.17～11.27 

 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/hojyo/1008084.html
https://www.shigaplaza.or.jp/news/hojokin-co2-20260422/
https://www.city.moriyama.lg.jp/machikankyobousai/kankyo/1001807/1014480.html
https://www.pref.nara.jp/33062.htm
https://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/gomi/ondanka/shoene/jigyou_shoene_hojo/index.html
https://www.city.takasago.lg.jp/soshikikarasagasu/kankyoutaisakuka/4/hojyokinn/13409.html
https://www.city.okayama.jp/ondankataisaku/0000042083.html
https://www.city.fukuyama.hiroshima.jp/site/kankyo/394078.html
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/press/299620.html
https://www.kitakyushucci.or.jp/topics/003564
https://www.kagoshima-env.or.jp/kccca/related-projects/energy-saving/

